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１ 広 報 普 及 啓 発 

 

（１）広報誌 

保健所の広報と住民の保健衛生の向上を目的に広報誌「健康西多摩 21ほけんじょだより」を年 3回発

行している。記事には、健康リスクや安全に関する知識のほか、事業や活動の紹介などを掲載し、管内 8

市町村の市役所・町村役場、医療機関、学校等へ配布している。 

また、事業関連広報物として、「地域保健医療推進プラン」に掲げる取組や、重要事業を推進する上で

必要とされる普及啓発用印刷物を都度作成・配布している。 

 

 ほけんじょだより発行状況 表 1 

区分 発行月 主  な  内  容 部数 

定 
 

例 

8月 

・夏場の上手な換気 

・キノコ食中毒 

・ホームページから健康・栄養情報を発信します！ 

・保健師による相談のご案内 

4,000部 

3月 

・3月 1日から 8日は女性の健康週間です！ 

・こころ、疲れていませんか 

・患者と医療機関とのより良い関係づくりのために 

・植えたり育てたりしてはいけない「けし」「大麻」を発見した場合 

・3月 24日は世界結核デーです 

・あなたの摂食嚥下機能は大丈夫？ 

4,000部 

※令和 4年度は新型コロナウイルス感染症対応のため、年 2回の発行とした。 

 

（２）市町村広報誌への掲載依頼 

市町村の協力により市町村広報誌を通じて行事予定等、業務の周知を図っている。 

 

（３）事業概要の発行 

前年度の事業内容及び事業実績を取りまとめ、市町村等の関係機関に配布している。 

 

（４）ホームページ 

保健所の事業案内、保健衛生情報を随時掲載し、提供している。 

ホームページアドレス（https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/nisitama/index.html） 

※令和 5年 7月の組織改正により、ホームページアドレスが変更された。 

 

（５）その他 

新型コロナウイルス感染症に関する広報 

新型コロナウイルス感染症の関連情報を住民や事業者向けに広報するため、ホームページへ随時情

報を掲載しているほか、庁舎でポスター・チラシの作成・配布・掲示を行っている。 

また、随時メールマガジンを関係機関に配付している。 
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２ 情 報 公 開 

 

東京都では、「東京都情報公開条例」に基づき、公文書の開示を行っている。さらに、平成 29年 10月 30日

からは「公文書情報の提供に関する実施要綱」に基づく公文書情報提供サービスを開始するなど、情報公開を

総合的に推進している。 

また、オープンデータの推進の一環として、東京都が設置している保健所において食品営業許可を取得し

た施設の情報を、平成 29年 2月から東京都公式ホームページで公開している。 

その他、法令等の定めに基づく公的機関からの行政照会にも応じている。 

 

情報公開状況 表 2 

区  分 請求件数 提供台帳数（注） 

公文書開示請求 270 

診療所等開設関係 30 

食品衛生関係     109 

環境衛生関係 121 

薬事指導関係 94 

その他 - 

計 354 

公文書情報提供サービス 
（平成 29年 10月 30日運用開始） 

24 

診療所等開設関係 9 

食品衛生関係 - 

環境衛生関係 7 

薬事指導関係 40 

その他 - 

計 56 

行政照会 96 

診療所等開設関係 8 

食品衛生関係 78 

環境衛生関係 3 

薬事指導関係 - 

その他 3 

計 92 

（注）1件の請求により複数文書を請求される場合があるため、提供台帳数は請求件数と一致しない。 
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３ 統 計 調 査 

 

保健所では、統計法等に基づき、厚生労働行政の基礎資料を得ることを目的として、人口動態調査をはじ

めとした各種統計調査を実施している。 

令和 4年度は次の統計調査を実施した。 

（１）人口動態調査 

調査実施状況 表 3－1 

調査名称 目       的 期 日 対   象 

人口動態調査 

毎月発生している出生、死亡、死産、婚姻及び離婚

の届出書から、人口動態事象を把握し人口及び厚生

労働行政政策の基礎資料を得ることを目的とする。 

通年実施 

管内 8 市町村にお

ける、出生、死亡、

婚姻、離婚及び死

産に係る届出（全

数調査） 

 

（２）衛生統計調査 

調査実施状況 表 3－2 

調査名称 目       的 期 日 対   象 

医療施設調査 

（動態調査） 

医療施設（病院・診療所）の分布及び整備の実態を

明らかにするとともに、医療施設の診療機能を把握

し、医療行政の基礎資料を得ることを目的とする。 

通年実施 

医療法による届

出、処分のあった

医療施設(全数調

査) 

地域保健・健康増

進事業報告 

地域住民の健康の保持及び増進を目的とした地域

の特性に応じた保健施策の展開等を、実施主体であ

る保健所及び市区町村ごとに把握し、国及び地方公

共団体の地域保健施策の効率的・効果的な推進のた

めの基礎資料を得ることを目的とする。 

年度報 
保健所及び管内 8

市町村 

 

（３）その他の統計調査 

調査実施状況 表 3－3 

調査名称 目       的 期 日 対   象 

国民生活基礎調査 

（大規模調査） 

保健、医療、福祉、年金、所得等国民生活の基礎的

事項を調査し、厚生労働行政の企画及び運営に必要

な基礎資料を得るとともに、各種調査の調査客体を

抽出するための親標本を設定することを目的とす

る。 

世帯票 

令和 4年 6月 2日 

 

所得票 

令和 4年 7月 14日 

令和 2 年国勢調査

区から層化無作為

抽出した地区内の

全世帯及び世帯員 
5地区 265世帯 

社会保障・人口問

題基本調査（第 7

回全国家庭動向調

査） 

出産・子育て、老親の扶養・介護を始めとする家庭

の諸機能の実態、変化要因を把握し、少子化への対

応の基本的方向性を示し、厚生労働行政施策立案の

基礎資料を得ることを目的とする。 

令和 4年 7月 1日 

令和 2 年国勢調査

区から層化無作為

抽出した地区内の

全世帯 

社会保障・人口問

題基本調査（生活

と支え合いに関す

る調査） 

人々の生活、家族関係と社会経済状態の実態、社会

保障給付などの公的な給付と、社会ネットワークな

どの私的な支援が果たしている機能、日本社会にお

ける相対的剥奪の実態を精査し、「全世代対応型」

社会保障制度の在り方を検討するための基礎的資

料を得ることを目的とする。 

令和 4年 7月 1日 

令和 2 年国勢調査

区から層化無作為

抽出した地区内の

全世帯 
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２ 情 報 公 開 

 

東京都では、「東京都情報公開条例」に基づき、公文書の開示を行っている。さらに、平成 29年 10月 30日

からは「公文書情報の提供に関する実施要綱」に基づく公文書情報提供サービスを開始するなど、情報公開を

総合的に推進している。 

また、オープンデータの推進の一環として、東京都が設置している保健所において食品営業許可を取得し

た施設の情報を、平成 29年 2月から東京都公式ホームページで公開している。 

その他、法令等の定めに基づく公的機関からの行政照会にも応じている。 

 

情報公開状況 表 2 

区  分 請求件数 提供台帳数（注） 

公文書開示請求 270 

診療所等開設関係 30 

食品衛生関係     109 

環境衛生関係 121 

薬事指導関係 94 

その他 - 

計 354 

公文書情報提供サービス 
（平成 29年 10月 30日運用開始） 

24 

診療所等開設関係 9 

食品衛生関係 - 

環境衛生関係 7 

薬事指導関係 40 

その他 - 

計 56 

行政照会 96 

診療所等開設関係 8 

食品衛生関係 78 

環境衛生関係 3 

薬事指導関係 - 

その他 3 

計 92 

（注）1件の請求により複数文書を請求される場合があるため、提供台帳数は請求件数と一致しない。 
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４ 研 修 ・ 教 育 

 

（１）研修・健康教育 

地域の保健・医療・福祉等関係者の資質の向上と連携の強化を図ることを目的に、研修を実施してい

る。また、保健衛生に関する理解と関心を高め、健康な日常生活を送れる地域づくりを目的に、広く地

域住民・事業者・関係機関等を対象とする講演会や講習会等の健康教育活動も行っている。 

これらの企画・実施に当たっては、所内会議において所の基本方針・目的を明確化するとともに、地

域のニーズや課題に沿った内容となるよう努めている。 

 

ア 研修・健康教育実施状況 表4－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 市町村支援研修 表 4－2 

  

  

 

区   分 

総  数 会    場 

回数 参加人数 

（延） 

所  内 所  外 

回数 
参加人数 

（延） 
回数 

参加人数 

（延） 

令 和 3 年 度  総 数 43 2,272 27 1,183 16 1,089 

令 和 4 年 度  総 数 64 3,353 43 2,190 21 1,163 

感 染 症 3 96 3 96 - - 

（再掲 結 核） 1 32 1 32 - - 

（再掲 エイズ） - - - - - - 

精  神 1 39 1 39 - - 

難  病 1 63 1 63 - - 

母  子 1 30 1 30 - - 

成    人・老    人 - - - - - - 

栄  養・健康増進 14 672 13 658 1 14 

歯  科 3 345 1 214 2 131 

薬  事 2 118  2 118 - - 

医療安全 2 274 2 274 - - 

食  品 28 1,096 11 229 17 867 

環  境 3 351 3 351 - - 

企  画 3 67 3 67 - - 

そ の 他 2 170 1 19 1 151 

研修名等 実施日 対象者 
参加 
人数 

実施 

場所 
テーマ及び講師 

西多摩圏域 

新任期 

保健師研修 

10月 31日 

市町村及び

保健所の入

職 1年目の

保健師 

19名 
西多摩 

保健所 

 

 

テーマ：個別支援の基本を学ぼう！～情報の整

理とアセスメントのポイント～ 

講 師：東京都医学総合研究所 社会健康医学 

研究センター 心の健康ユニット  

新村 順子氏 
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（２）実習生指導 

地域保健の第一線機関として、医学生、保健師学生、管理栄養士学生及び歯科衛生士学生などの実習生

を受け入れており、地域保健従事者の養成における基礎教育の一端を担っている。 

   令和 4 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により歯科衛生士学生実習についてはオンラインで

実施した。 

 

実習生指導状況 表 4－3 

対 象 学 校 名 
学生 
人員 

実 施 期 間 指 導 内 容 等 

保健師学生 
杏林大学 

保健学部看護学科 
8名 

実習日：6月 13日～8月 5日  

（各グループ 10日間） 

実習：保健所業務見学・参加、家庭訪問、 

保健師活動、カンファレンス等 

管理栄養士 

学生 

実践女子大学 

生活科学部食生活科学科 
29名 

実習日：6月 1日～7月 13日 

（各グループ 4日間） 

実習：栄養業務についての講義・演習、 

課題研究等 

歯科衛生士 

学生 

東京西の森 

歯科衛生士専門学校 
69名 実習日：6月 10日 実習：保健所の役割と歯科保健について 

 

 

（３）医師臨床研修の受入れ 

将来専門とする分野に係らず、医学及び医療の果たすべき社会的役割を理解するとともに、地域保健

及び公衆衛生活動に関する基本的な態度、考え方を身につけることを目的に、平成 16年度より医師臨床

研修生の受入れを開始した。平成 23年度から「地域保健」研修が任意となっている。 

令和 4年度は、当所での受入れはなかった。 

研修名等 実施日 対象者 
参加 
人数 

実施 

場所 
テーマ及び講師 

西多摩圏域 

中堅期 

保健師研修 

11月 10日 

市町村及び保健所

の入職 10から 15

年目の保健師 

5名 
西多摩 

保健所 

 

テーマ：中堅期保健師として自信を持ち、地域

の課題に向き合い事業を進めよう！ 

講 師：文京学院大学 保健医療技術学部 

看護学科 教授 米澤 純子氏 

 

西多摩圏域 

災害対策研修 

（多摩小平保健

所との共催） 

8月 31日 

市町村の健康主管

課、災害に係る各課

の職員 

43名 
西多摩 

保健所 

テーマ：被災自治体に学ぶ！「いざという時」の

ために、今できることを考えよう 

講 師：あきる野市 子ども家庭支援センター 

所長 石山 和可子氏 
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４ 研 修 ・ 教 育 

 

（１）研修・健康教育 

地域の保健・医療・福祉等関係者の資質の向上と連携の強化を図ることを目的に、研修を実施してい

る。また、保健衛生に関する理解と関心を高め、健康な日常生活を送れる地域づくりを目的に、広く地

域住民・事業者・関係機関等を対象とする講演会や講習会等の健康教育活動も行っている。 

これらの企画・実施に当たっては、所内会議において所の基本方針・目的を明確化するとともに、地

域のニーズや課題に沿った内容となるよう努めている。 

 

ア 研修・健康教育実施状況 表4－1 
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区   分 

総  数 会    場 

回数 参加人数 

（延） 

所  内 所  外 

回数 
参加人数 

（延） 
回数 

参加人数 

（延） 

令 和 3 年 度  総 数 43 2,272 27 1,183 16 1,089 
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（再掲 エイズ） - - - - - - 
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テーマ：個別支援の基本を学ぼう！～情報の整
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５ 地域保健医療推進プラン 

 

（１）地域保健医療推進プラン 

ア 策定の趣旨 

西多摩保健医療圏では、保健・医療・福祉を総合的に推進することを目的として地域の関係機関と連携

し、「西多摩保健医療圏地域保健医療推進プラン」（以下「推進プラン」という。）を策定し、推進してい

る。 

平成29年度に東京都が「東京都保健医療計画」の第六次改定を行い、地域包括ケアシステムの推進や「治

癒医療」から「治し支える医療」への転換など、少子高齢化に向けた医療体制の整備を進めていることを

受け、上記計画等関連計画と同期して西多摩圏域の新たな課題に対応するため、平成30年度に推進プラン

の改定を行った。計画期間は、平成30年度（2018年度）から令和5年度（2023年度）までの6年間である。 

 

イ 性格 

推進プランは、「東京都保健医療計画」等を踏まえ、地域の様々な主体の活動により推進する包括的な

計画であり、以下の3つの性格を持つものである。 

・ 西多摩保健所及び圏域市町村にとっては保健医療施策推進の目標 

・ 地域の保健・医療・福祉の関係機関・団体に対してはその活動の指針 

・ 地域住民に対しては自主的・積極的な活動の方向性を示す役割を持つもの 

 

ウ 推進方策 

推進プランの進行管理は「西多摩地域保健医療協議会」で行い、計画期間の中間年である令和2年度（2020

年度）に中間評価、最終年である令和5年度（2023年度）に最終評価を実施する。 

 

（２）西多摩地域保健医療協議会 

西多摩保健所では、地域特性等を踏まえた総合的な保健医療施策を計画的に推進し、西多摩地域における

保健衛生の向上と健康で安全な地域づくりを図るため、平成16年4月から西多摩地域保健医療協議会を設置

している。 

協議会には「保健福祉部会」、「生活衛生部会」及び「地域医療システム化推進部会」の3つの専門部会を

設置し、さらに保健福祉部会に「地域・職域連携推進協議会」機能を、地域医療システム化推進部会に「地

域医療安全推進分科会」機能を付加している。 

 

西多摩地域保健医療協議会の専門部会 表 5－1 

部   会   名 検 討 事 項 の 概 要 

保健福祉部会 
保健福祉サービスの提供に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域・職域連携推進協議会」機能 

健康づくりに関する社会資源の有効活用及び連携の方策 
地域・職域における健康づくりの推進に関する事項 

生活衛生部会 環境衛生、食品衛生対策等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

地域医療システム化推進部会 
地域の保健医療提供体制の在り方等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域医療安全推進分科会」機能 

地域における医療安全の推進に関する事項 
患者・住民からの相談に適切に応じる体制づくりに関する事項 

令和 4年度西多摩地域保健医療協議会開催状況 表 5－2 



− 27 −- 26 - 

５ 地域保健医療推進プラン 

 

（１）地域保健医療推進プラン 

ア 策定の趣旨 

西多摩保健医療圏では、保健・医療・福祉を総合的に推進することを目的として地域の関係機関と連携

し、「西多摩保健医療圏地域保健医療推進プラン」（以下「推進プラン」という。）を策定し、推進してい

る。 

平成29年度に東京都が「東京都保健医療計画」の第六次改定を行い、地域包括ケアシステムの推進や「治

癒医療」から「治し支える医療」への転換など、少子高齢化に向けた医療体制の整備を進めていることを

受け、上記計画等関連計画と同期して西多摩圏域の新たな課題に対応するため、平成30年度に推進プラン

の改定を行った。計画期間は、平成30年度（2018年度）から令和5年度（2023年度）までの6年間である。 

 

イ 性格 

推進プランは、「東京都保健医療計画」等を踏まえ、地域の様々な主体の活動により推進する包括的な

計画であり、以下の3つの性格を持つものである。 

・ 西多摩保健所及び圏域市町村にとっては保健医療施策推進の目標 

・ 地域の保健・医療・福祉の関係機関・団体に対してはその活動の指針 

・ 地域住民に対しては自主的・積極的な活動の方向性を示す役割を持つもの 

 

ウ 推進方策 

推進プランの進行管理は「西多摩地域保健医療協議会」で行い、計画期間の中間年である令和2年度（2020

年度）に中間評価、最終年である令和5年度（2023年度）に最終評価を実施する。 

 

（２）西多摩地域保健医療協議会 

西多摩保健所では、地域特性等を踏まえた総合的な保健医療施策を計画的に推進し、西多摩地域における

保健衛生の向上と健康で安全な地域づくりを図るため、平成16年4月から西多摩地域保健医療協議会を設置

している。 

協議会には「保健福祉部会」、「生活衛生部会」及び「地域医療システム化推進部会」の3つの専門部会を

設置し、さらに保健福祉部会に「地域・職域連携推進協議会」機能を、地域医療システム化推進部会に「地

域医療安全推進分科会」機能を付加している。 

 

西多摩地域保健医療協議会の専門部会 表 5－1 

部   会   名 検 討 事 項 の 概 要 

保健福祉部会 
保健福祉サービスの提供に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域・職域連携推進協議会」機能 

健康づくりに関する社会資源の有効活用及び連携の方策 
地域・職域における健康づくりの推進に関する事項 

生活衛生部会 環境衛生、食品衛生対策等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

地域医療システム化推進部会 
地域の保健医療提供体制の在り方等に関する専門的事項 
地域保健医療推進プランの進行管理に関する事項 

 
「地域医療安全推進分科会」機能 

地域における医療安全の推進に関する事項 
患者・住民からの相談に適切に応じる体制づくりに関する事項 

令和 4年度西多摩地域保健医療協議会開催状況 表 5－2 

- 27 - 

令和 4年度西多摩地域保健医療協議会開催状況 表 5－2 

会 議 名 開 催 日 
対象 
委員数 

出席 
委員数 会 場 議事内容 

西多摩地域保健 
医療協議会 

令和 4年
10月 24日 

34名 28名 
西多摩
保健所 

1 議事 
(1)西多摩地域保健医療協議会会議体系、部会の
設置について 

(2)地域保健医療推進プランの進捗状況及び令和
3年度各部会報告について 

  質疑応答 
2 報告事項 
(1)令和 4 年度課題別地域保健医療推進プランに
ついて「障害者歯科保健推進支援」 

(2)新型コロナウイルス感染症の流行状況と対応
について 

 保健福祉部会 
令和 5年 
2月 13日 

18名 15名 
西多摩
保健所 

1 議事及び報告事項 
(1)地域保健医療推進プランの進捗状況について 
(2)地域精神保健ネットワーク会議について 
(3)難病対策地域協議会について 
(4)結核対策講演会について 
2 その他 
(1)感染症に関する情報提供 

 生活衛生部会 
令和 5年 

2月 
13名 13名 

書面 
開催 

1 議事 
(1)地域保健医療推進プランの進捗状況について 
2 報告事項 
(1)今春の花粉予測について 
3 その他 
(1)感染症に関する情報提供 

 
地域医療 
システム化 
推進部会 

令和 5年 
1月 30日 

16名 12名 
西多摩
保健所 

1 議事 
(1)東京都西多摩保健医療圏地域保健医療推進プ
ランの進捗状況について 

(2)脳卒中医療連携推進事業及び糖尿病医療連携
推進事業について 
ア 脳卒中医療連携推進事業の取組について 
イ 糖尿病医療連携推進事業の取組について                                                                 

2 報告事項 
(1)西多摩保健所医療安全支援センター事業につ
いて 

(2)西多摩保健所歯科保健推進事業について           
(3)西多摩保健所課題別地域保健医療推進プラン       

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員
への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ
歯科医をもつ障害者施設利用者を増やすことを
目指す～」 

3 その他 
(1)感染症に関する情報提供 

    （注）書面開催においては、意見書の提出をもって出席としている。 
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をも

つ 障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健に

関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまでの課

題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施設や関

係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

する調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・ 令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・ 西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・  研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・ 障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をもつ

障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健

に関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまで

の課題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施

設や関係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

わる調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をもつ

障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健

に関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまで

の課題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施

設や関係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

わる調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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び施設での支援について配信し、障害者歯科保健に関する普及啓発を効果的に実施した。 

 

オ 令和 5年度（課題別プラン 2年目）の予定 

（ｱ）コミュニケーションツールの作成に向け、連絡会委員との意見交換を経て案を作成し、連絡会にて最

終意見交換を実施後に完成を目指す。なお、完成後のツールの使用方法等について研修会を開催予定で

ある。 

（ｲ）令和 5年 2月 27日から配信を開始した研修会について、引き続き配信を継続し、令和 5年度の研修会

等で周知することで更なる参加者の増加を目指す。 
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をも

つ 障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健に

関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまでの課

題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施設や関

係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

する調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・ 令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・ 西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・  研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・ 障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をもつ

障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健

に関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまで

の課題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施

設や関係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

わる調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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（３）課題別地域保健医療推進プラン 

西多摩保健所では、推進プランの具体的行動計画として「課題別地域保健医療推進プラン」を策定し、推

進プランの着実な推進を図っている。 

令和 4年度は、次の事業を展開した。 

 

「障害者歯科保健推進支援～障害者施設職員への歯科保健に関する意識の向上とかかりつけ歯科医をもつ

障害者施設利用者を増やすことを目指す～（令和 4～5年度実施）」 

ア 事業の背景 

   障害のある方の特徴として、歯みがきに対する理解の不足や運動機能が十分でないことがあり、良好な

口腔内状況を維持するためには、日常的な口腔ケアだけでなく、歯科医療機関等での定期的な歯科健診や

予防処置が重要となる。こうした背景を踏まえ、東京都歯科保健推進計画「いい歯東京」の柱        

の一つとして、地域で支える障害者歯科医療の推進が掲げられ、家族や施設職員等への普及啓発、障害者

施設利用者のかかりつけ歯科医での定期的な受診を促しているところである。 

    西多摩圏域においても、障害者等歯科保健推進対策事業において、施設職員や利用者家族の歯科保健

に関する意識の向上及びかかりつけ歯科医を持つことの重要性の普及啓発に取り組んできた。これまで

の課題に対する取組を継続するとともに、圏域のニーズに合わせた更なる支援を進めるため、障害者施

設や関係機関とのより強固な連携構築等、支援の基盤を強化していく必要がある。 

 

イ 事業の目標 

・ 障害者施設職員の歯科保健に対する意識向上 

・ かかりつけ歯科医をもつ障害者施設利用者の増加 

 

ウ 事業の内容 

    令和 3年度に実施した西多摩保健所圏域における「障害福祉サービス事業所等における歯科保健に関

わる調査」(以下、令和 3年度調査)の結果を踏まえ、以下の事業内容を計画した。 

  （ｱ）令和 4年度 

・令和 3年度調査の分析、圏域のニーズ・課題抽出 

・西多摩圏域内のネットワーク整備のため、障害者施設と関係機関等による連絡会の設置及び開催 

・研修会での歯科保健に関する普及啓発（施設の取組事例報告） 

（ｲ）令和 5年度 

・障害のある方と医療提供者間で活用できるコミュニケーションツールの作成、普及 

 

エ 令和 4年度（課題別プラン 1年目）の評価 

（ｱ）令和 3年度調査結果を踏まえ、障害者施設の取組実態について訪問調査を行った。施設内の歯みがき環 

境や歯みがき時の利用者の様子、施設職員の歯科保健に関する意識や障害の種別による取組内容について

実態を把握した。 

（ｲ）学識経験者、障害者施設の代表、歯科医師会及び市町村歯科保健担当者を委員とした連絡会を開催し、

現状の問題点等を含めた忌たんのない意見交換や情報共有を行うことで今後の方向性について検討を行っ

た。その結果、障害者施設職員への歯科保健に関する普及啓発、かかりつけ歯科医を持つ障害者施設利用

者の増加を目指した効果的な研修会開催の必要性の確認及び今後予定しているコミュニケーションツール

作成にかかる意図の明確化に繋げることができた。 

（ｳ）連絡会を経て企画された YouTubeを使用したオンデマンド方式での研修会では、日々、障害者歯科に関

与し連絡会委員でもある歯科医師、歯科衛生士及び施設所長による障害者歯科の現状、歯科診療の状況及
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６ 市町村等連絡調整 

 

（１）医療保健政策区市町村包括補助事業に関すること 

福祉保健局は、多摩地域及び島しょ地域の保健医療施策を総合的に向上させることを目的として、従

来から実施されてきた人的支援及び技術的支援に加え、新たに財政的支援を行うものとして平成16年度

に「市町村地域保健サービス推進事業」を創設した。 

平成19年度には、福祉保健局で従来から実施していた各種の個別補助事業を整理・統合した「福祉保

健区市町村包括補助事業」を創設し、更に平成21年度には5つの包括補助事業（医療保健政策、子供家

庭支援、高齢社会対策、障害者施策推進及び地域福祉推進区市町村包括補助事業）として再構築した。 

現行の「医療保健政策区市町村包括補助事業」は、旧「市町村地域保健サービス推進事業」と旧「初

期救急事業」とを合わせたものとなっている。 

 

ア 制度の概要 

この補助制度は、身近な地域保健サービスの推進主体である区市町村が自主的・主体的に事業を展

開できるよう支援するもので、補助メニュー（実施要綱中に規定した事業）の中から地域の実情に応

じた事業を選択する「包括的補助方式」を導入している。補助率は、先駆的事業は10分の10、選択事

業及び一般事業は2分の1である。 

イ 補助対象事業 

(ｱ) 先駆的事業 新たな課題に取り組む医療保健分野の試行的事業で、都が別に例示するものの

ほか、区市町村の創意工夫によるもの。 

(ｲ) 選択事業 都が目指す医療保健政策の実現を図り、列挙する各政策分野の事業から、区市

町村が選択して実施するもの（政策誘導型事業）、また区市町村が地域の特性を

踏まえ、医療保健分野において独自に企画して実施するもの（提案型事業）。 

(ｳ) 一般事業 市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次の事業 

 ａ 初期救急診療事業（休日急病診療事業、休日歯科応急診療事業） 

 ｂ 保健医療サービスの充実に資する事業 

 

医療保健政策区市町村包括補助事業実績 表 6－1 

市 町 村 名 先駆的事業 選択事業 一般事業ａ 一般事業ｂ 計 

青 梅 市 1 13  2  2  18 

福 生 市 1 15  3  1  20 

羽 村 市 1 10  2  2  15 

あ き る 野 市 1 19  2  -  22 

瑞 穂 町 1  14  2  2  19 

日 の 出 町 1 10  2  -  13 

檜 原 村 -  6  -  3  9 

奥 多 摩 町 -  8  2  3  13 

計 6 95 15 13 129 

 

（２）市町村の地域保健医療に係る計画の策定支援に関すること 

   圏域各市町村が実施する各種委員会・協議会等への職員の派遣 
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職員を派遣する圏域各市町村別会議数 表 6－2 

 

（３）地域保健医療に係る市町村への支援に関すること 

   各連絡会、訪問等により、各種事業の取組や課題などについて情報共有・情報交換等を行ってい

る。各市町村からの問合せや相談等に、関連する最新情報の提供等、迅速な対応に努めている。 

 

連絡会等の開催状況 表6－3 

会 議 名 開 催 日 出席者数 会 場 議事内容 

第 1回 西多摩
圏域 8市町村・
保健所連絡会 

令和 4年 6月 

管内 8 市町村
健康主管課課
長、係長ほか
23名 

西多摩保健所 

1 保健所からの連絡・情報共有等 
(1)新型コロナウイルス感染症に対する対
応状況について 

(2)新型コロナウイルス感染症 住民への
対応Ｑ＆Ａについて 

(3)その他 
新型コロナウイルス感染症陽性者の自

宅療養者等の避難先及び避難所等の感染
対策について 

2 市町村からの情報共有、情報交換等 
(1)令和 4 年度新型コロナウイルスワクチ
ン接種体制確保事業に関する調査（時点
更新）結果について 

(2)「ワクチンバス」による新型コロナウイ
ルスワクチン接種実施について 

(3)健康づくり推進員等活動内容等につい
て 

(4)各市町村の胃がん検診の胃カメラ（内視
鏡検査）の導入状況 

(5)各市町村のがん検診と特定健診の同時
実施の状況 

第 1回 西多摩
圏域合同保健
師連絡会 

令和 4年 12月 
管内 8 市町村
統括級保健師
ほか 20名 

西多摩保健所 

1 保健事業に関する情報交換 

(1)情報交換シート 

(2)西多摩圏域感染症の状況について 

2 西多摩圏域の保健師人材育成について  

(1)圏域保健師研修について（報告） 

(2)西多摩圏域の保健師数の現状（報告） 

(3)意見交換 

第 2回 西多摩
圏域 8市町村・
保健所連絡会 

令和 5年 1月 

管内 8 市町村
健康主管課課
長、係長ほか
22名 

西多摩保健所 

1 保健所からの連絡・情報共有等 

(1)西多摩保健医療圏地域保健医療推進プ

ランについて 

(2)医療保健政策区市町村包括補助事業に

ついて 

2 市町村からの情報共有、情報交換等 

(1)西多摩保健医療圏におけるがん対策事

業について 

3 その他 

(1)新型コロナウイルス感染症発生状況に

ついて 

 

青梅市 福生市 羽村市 あきる野市 瑞穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 合計 

13 14 13 17 13 9 6 10 95 
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６ 市町村等連絡調整 

 

（１）医療保健政策区市町村包括補助事業に関すること 

福祉保健局は、多摩地域及び島しょ地域の保健医療施策を総合的に向上させることを目的として、従

来から実施されてきた人的支援及び技術的支援に加え、新たに財政的支援を行うものとして平成16年度

に「市町村地域保健サービス推進事業」を創設した。 

平成19年度には、福祉保健局で従来から実施していた各種の個別補助事業を整理・統合した「福祉保

健区市町村包括補助事業」を創設し、更に平成21年度には5つの包括補助事業（医療保健政策、子供家

庭支援、高齢社会対策、障害者施策推進及び地域福祉推進区市町村包括補助事業）として再構築した。 

現行の「医療保健政策区市町村包括補助事業」は、旧「市町村地域保健サービス推進事業」と旧「初

期救急事業」とを合わせたものとなっている。 

 

ア 制度の概要 

この補助制度は、身近な地域保健サービスの推進主体である区市町村が自主的・主体的に事業を展

開できるよう支援するもので、補助メニュー（実施要綱中に規定した事業）の中から地域の実情に応

じた事業を選択する「包括的補助方式」を導入している。補助率は、先駆的事業は10分の10、選択事

業及び一般事業は2分の1である。 

イ 補助対象事業 

(ｱ) 先駆的事業 新たな課題に取り組む医療保健分野の試行的事業で、都が別に例示するものの

ほか、区市町村の創意工夫によるもの。 

(ｲ) 選択事業 都が目指す医療保健政策の実現を図り、列挙する各政策分野の事業から、区市

町村が選択して実施するもの（政策誘導型事業）、また区市町村が地域の特性を

踏まえ、医療保健分野において独自に企画して実施するもの（提案型事業）。 

(ｳ) 一般事業 市町村が地域の特性に応じ主体的に取り組む次の事業 

 ａ 初期救急診療事業（休日急病診療事業、休日歯科応急診療事業） 

 ｂ 保健医療サービスの充実に資する事業 

 

医療保健政策区市町村包括補助事業実績 表 6－1 

市 町 村 名 先駆的事業 選択事業 一般事業ａ 一般事業ｂ 計 

青 梅 市 1 13  2  2  18 

福 生 市 1 15  3  1  20 

羽 村 市 1 10  2  2  15 

あ き る 野 市 1 19  2  -  22 

瑞 穂 町 1  14  2  2  19 

日 の 出 町 1 10  2  -  13 

檜 原 村 -  6  -  3  9 

奥 多 摩 町 -  8  2  3  13 

計 6 95 15 13 129 

 

（２）市町村の地域保健医療に係る計画の策定支援に関すること 

   圏域各市町村が実施する各種委員会・協議会等への職員の派遣 
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７ 健 康 危 機 管 理 

 

（１）健康危機管理対策・新型インフルエンザ等感染症対策 

東京都では、食中毒、毒物劇物、感染症、飲料水及び医薬品など、さまざまな健康危機に対処するため、原

因ごとに策定した各種要綱・マニュアル等に加え、個別のマニュアル等では対応できない原因不明の健康危機

などに対応するため、平成11年に「東京都衛生局健康危機管理対策基本指針」、平成12年に「健康危機管理マ

ニュアル」を策定した。西多摩保健所では、健康危機管理に関する関係機関との情報の共有及び連携調整を行

うことを目的として、平成16年度に管内の市町村及び関係機関の代表で構成される「西多摩健康危機管理対策

協議会」を設置した。 

東京都は、平成20年度より、新型インフルエンザ等の大流行に際して健康被害を最小限に抑えるため、適切

な医療を提供できる体制整備の促進を目的に、都内を10のブロックに分け、ブロックごとに実施する「新型インフ

ルエンザ等感染症地域医療体制整備事業」を開始した。当所でも平成20年度に、既存の西多摩健康危機管理

対策協議会に「感染症地域医療体制ブロック協議会」機能を加えた。 

また、平成23年に東京都が策定した「新型インフルエンザ保健医療体制ガイドライン」を踏まえ、西多摩保健

所では、平成24年3月に「西多摩ブロック新型インフルエンザ等感染症地域医療確保計画」を策定した（平成29

年3月改定）。 

平成28年3月には、新型インフルエンザ等感染症への対策の充実を図るため、「西多摩新型インフルエンザ等

感染症地域医療体制ブロック協議会」を西多摩健康危機管理対策協議会とは別の会議体として設置することと

した。 

令和元年5月～6月には、管内30病院を対象に「新型インフルエンザ等対策に関する医療資源把握調査」を実

施した。 

 

令和 4年度西多摩健康危機管理対策協議会及び感染症地域医療体制ブロック協議会等の開催状況 表 7－1 

会 議 名 開催日 
対象 
委員数 

出席 
委員数 

会 場 議 事 内 容 

西多摩健康危機

管理対策協議会 

令和 4年度

は開催せず 
－ － － （重大な健康危機が発生したときに開催する。） 

西多摩新型インフ

ルエンザ等感染

症地域医療体制

ブロック協議会

（医療機関部会合

同開催） 

令和 4年 

11月 28日 
26名 25名 

西多摩 

保健所 

1 報告事項 

ア 協議会の位置付けと対象疾患の整理について 

イ 従来計画と新型コロナウイルス感染症の流行規

模・被害想定の比較について 

ウ 地域連携による西多摩圏域の新型コロナ対策

（令和４年度）の取組について 

 ① 医療連携の取組について 

 ② 施設等における感染対策向上のための取組

について 

 ③ 新型コロナウイルス感染症の感染対策に関

するアンケート調査について 

2 協議事項 

今後の取組について 

3 その他 

ア 外来感染対策向上加算の新設及び感染防止

対策加算の見直し等について 

イ 地域における感染対策強化について 
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会 議 名 開催日 
対象 
委員数 

出席 
委員数 

会 場 議 事 内 容 

西多摩新型インフ

ルエンザ等感染

症地域医療体制

ブロック協議会

「社会福祉・地域

医療部会」 

令和 5年 

2月 22日 

19名 

オブザー

バー6名 

17名 

オブザ

ーバー

4名 

西多摩 

保健所 

1 西多摩新型インフルエンザ等感染症地域医療

体制ブロック協議会・医療機関部会の報告（令和４

年 １1月 28日合同開催） 

ア 今後の取組について 

2 西多摩圏域における新型コロナウイルス感染症

の流行状況と対応について 

3 医療機関等及び社会福祉施設等における新型

コロナウイルス感染症（クラスター）の感染対策に関

するアンケート調査の実施及び結果について 

 

（２）新型コロナウイルス感染症対応 

  ア 令和元年度 

令和元年 12月に、新型コロナウイルス感染症が中華人民共和国武漢市で発生し、国は、令和 2年 1

月 28日に新型コロナウイルス感染症を感染症法に基づく指定感染症及び検疫感染症に指定する旨を

公布し、その後、1月 30日に「新型コロナウイルス感染症対策本部」を設置した。また、新型インフ

ルエンザ等特別措置法に新型コロナウイルス感染症が加えられ、3月 14日に施行された。 

当所においては、都民や関係機関からの電話相談対応、感染が疑われる患者の専門外来受診調整、

患者発生時の積極的疫学調査、ホームページによる普及啓発、検体の採取、回収・搬送等、必要な対

応を全所体制で行った。令和 2年 2月 28日には、新型コロナウイルス感染症対策に限定した臨時の 8

市町村・保健所連絡会を開催し、国・都・医師会等から発出される情報の共有や連携のあり方を管内

市町村の健康主管課に確認するとともに、各市町村の対応状況について情報共有した。 

 

  イ 令和 2年度 

（ｱ）会議の開催状況 

令和 2年 4月 9日、新型コロナウイルス感染症対策に限定した臨時の 8市町村・保健所連絡会を

前年度に引き続き開催し、各機関の対応状況について管内市町村の健康主管課と情報交換を行っ

た。 

また、当圏域は、高齢者施設や精神科病床、療養型病床が多く、施設等で新型コロナウイルス感

染症が発生した場合は、地域関係機関が一体となって対応する必要があることから、4月 10日及び

27日に、地域の医師会、医療機関の代表等と連絡会を開催し、発生時の対応を中心に課題の共有を

行った。 

5月 25日及び 7月 6日には、地域の医師会、医療機関に加え、市町村及び介護事業者を含めた会

議を開催した。主に介護事業所における新型コロナウイルス感染症対策の現状から課題を抽出し、

地域関係機関の協力体制による対応策を協議した。 

その後 10月には、当所が設置している「新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議

会」において、新型コロナウイルス感染症対策に対応できるよう、新たに「医療機関部会」と「社

会福祉・地域医療部会」の 2部会を設置する等の再編整備を行い、重要課題について時宜に応じた

具体的な対応策を講じるべく協議を行った。 

 

（ｲ）研修会等の開催 

新型コロナウイルス感染症の発生予防や発生時に的確に対応できるよう、圏域内の介護事業所や

医療機関向けに研修会を実施した。 
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７ 健 康 危 機 管 理 

 

（１）健康危機管理対策・新型インフルエンザ等感染症対策 

東京都では、食中毒、毒物劇物、感染症、飲料水及び医薬品など、さまざまな健康危機に対処するため、原

因ごとに策定した各種要綱・マニュアル等に加え、個別のマニュアル等では対応できない原因不明の健康危機

などに対応するため、平成11年に「東京都衛生局健康危機管理対策基本指針」、平成12年に「健康危機管理マ

ニュアル」を策定した。西多摩保健所では、健康危機管理に関する関係機関との情報の共有及び連携調整を行

うことを目的として、平成16年度に管内の市町村及び関係機関の代表で構成される「西多摩健康危機管理対策

協議会」を設置した。 

東京都は、平成20年度より、新型インフルエンザ等の大流行に際して健康被害を最小限に抑えるため、適切

な医療を提供できる体制整備の促進を目的に、都内を10のブロックに分け、ブロックごとに実施する「新型インフ

ルエンザ等感染症地域医療体制整備事業」を開始した。当所でも平成20年度に、既存の西多摩健康危機管理

対策協議会に「感染症地域医療体制ブロック協議会」機能を加えた。 

また、平成23年に東京都が策定した「新型インフルエンザ保健医療体制ガイドライン」を踏まえ、西多摩保健

所では、平成24年3月に「西多摩ブロック新型インフルエンザ等感染症地域医療確保計画」を策定した（平成29

年3月改定）。 

平成28年3月には、新型インフルエンザ等感染症への対策の充実を図るため、「西多摩新型インフルエンザ等

感染症地域医療体制ブロック協議会」を西多摩健康危機管理対策協議会とは別の会議体として設置することと

した。 

令和元年5月～6月には、管内30病院を対象に「新型インフルエンザ等対策に関する医療資源把握調査」を実

施した。 

 

令和 4年度西多摩健康危機管理対策協議会及び感染症地域医療体制ブロック協議会等の開催状況 表 7－1 

会 議 名 開催日 
対象 
委員数 

出席 
委員数 

会 場 議 事 内 容 

西多摩健康危機

管理対策協議会 

令和 4年度

は開催せず 
－ － － （重大な健康危機が発生したときに開催する。） 

西多摩新型インフ

ルエンザ等感染

症地域医療体制

ブロック協議会

（医療機関部会合

同開催） 

令和 4年 

11月 28日 
26名 25名 

西多摩 

保健所 

1 報告事項 

ア 協議会の位置付けと対象疾患の整理について 

イ 従来計画と新型コロナウイルス感染症の流行規

模・被害想定の比較について 

ウ 地域連携による西多摩圏域の新型コロナ対策

（令和４年度）の取組について 

 ① 医療連携の取組について 

 ② 施設等における感染対策向上のための取組

について 

 ③ 新型コロナウイルス感染症の感染対策に関

するアンケート調査について 

2 協議事項 

今後の取組について 

3 その他 

ア 外来感染対策向上加算の新設及び感染防止

対策加算の見直し等について 

イ 地域における感染対策強化について 
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（ｳ）介護事業所への情報発信 

国や都からの情報の補完的な役割と、圏域での情報をわかりやすく伝達するため、メールマガジ

ンを作成し、介護事業所への配信は市町村経由で行った。 

 

  ウ 令和 3年度 

（ｱ）会議の実施 

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医

療部会において、新型コロナウイルス感染症について時宜に応じた具体的な対応策を講じるべく協

議を行った。 

 

（ｲ）研修会の開催 

新型コロナウイルス感染症流行期における医療機関の感染症対策について、圏域内の医療機関向

けにオンライン形式の研修会を実施した。 

 

（ｳ）介護事業所等への情報発信 

新型コロナウイルス感染症の再拡大を防止するため、圏域での情報をわかりやすく伝達することを

目指し、介護事業所及び保育・学童施設に向けメールマガジンを作成した。介護事業所等への配信は市

町村経由で行った。 

 

（ｴ）高齢者施設調査の実施 

西多摩圏域の高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、今後の西多摩

圏域における高齢者施設等感染予防対策推進の参考にするため、高齢者施設等を対象とした調査を行

った。 

 

エ 令和 4年度 

(ｱ) 会議の実施 

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医療部会

において、「地域の皆で感染症に対応していく体制」づくりを目指して、新型コロナウイルス感染症対策を通し

て地域の課題等を共有し、具体的な対策を講じるべく協議を行った（協議会の開催状況は表 7－1のとおり）。 

また、Ｗｅｂ会議を概ね月 1回開催し、メーリングリストを活用して情報共有を図った。 

 

（ｲ） 研修会の開催 

医療機関におけるクラスター経験を共有し、改めて院内感染対策について考える機会を設けるため、3年ぶ

りに集合形式で研修会を開催した（研修会の実施状況は表 7－2のとおり）。 

 

（ｳ） 新型コロナウイルス感染症の感染症対策に関するアンケート調査の実施 

西多摩圏域の医療機関、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、医療機

関、社会福祉施設等の感染予防対策の推進に活用するため、クラスターを経験した医療機関及び社会福祉施

設等を対象とした調査を実施した。 

 

(ｴ) 医療機関及び社会福祉施設等への情報発信 

(ｳ)で実施したアンケート調査結果、結果からみえた感染対策のポイントを保健所通信としてまとめ、医療機

関には西多摩医師会を経由し、社会福祉施設等には市町村経由で情報を配信した。 
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新型コロナウイルス感染症対策研修会 表 7-2 

実施日 対  象 参加数 テ ー マ 及 び 講 師 

11 月 28 日 
管内医療機関で院内

感染対策に関わる方 

15 施設 

21 名 

テーマ：みんなで考える院内感染対策～新型コロナウイルス

感染症対応を経験して～ 

内容(1)：感染対策Q&A～感染対策の基本！標準予防策を見

直してみよう～ 

内容(2)：新型コロナウイルス感染症のクラスターを経験して 

講師(1)：管内医療機関の感染管理認定看護師 

（2）：管内医療機関職員 

  

※新型コロナウイルス感染症は、令和 5 年 5 月 8 日、感染症法の位置付けの見直しにより、2 類から 5 類に移行した。

 

 

 

８ 補 助 金 審 査 

 

  国や都が実施する市町村等への各種補助金事業について、西多摩圏域各市町村分の交付申請から実績報告

に至る審査を実施した。審査を通じて得られる地域保健情報を市町村へ提供することにより、地域保健サー

ビスの向上を図っている。 

令和 4年度に実績があり、審査を行った補助金事業は以下のとおりである。 

 

 補助実績 表 8 

所   管 補 助 金 等 

保健政策部保健政策課 医療保健政策区市町村包括補助事業 

保健政策部健康推進課 健康増進法等による健康増進事業に係る都補助金（法定事業） 

感染症対策部防疫・情報管理課 
感染症予防事業費都負担金、 

予防接種健康被害救済措置に係る都負担金等 
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（ｳ）介護事業所への情報発信 

国や都からの情報の補完的な役割と、圏域での情報をわかりやすく伝達するため、メールマガジ

ンを作成し、介護事業所への配信は市町村経由で行った。 

 

  ウ 令和 3年度 

（ｱ）会議の実施 

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医

療部会において、新型コロナウイルス感染症について時宜に応じた具体的な対応策を講じるべく協

議を行った。 

 

（ｲ）研修会の開催 

新型コロナウイルス感染症流行期における医療機関の感染症対策について、圏域内の医療機関向

けにオンライン形式の研修会を実施した。 

 

（ｳ）介護事業所等への情報発信 

新型コロナウイルス感染症の再拡大を防止するため、圏域での情報をわかりやすく伝達することを

目指し、介護事業所及び保育・学童施設に向けメールマガジンを作成した。介護事業所等への配信は市

町村経由で行った。 

 

（ｴ）高齢者施設調査の実施 

西多摩圏域の高齢者施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、今後の西多摩

圏域における高齢者施設等感染予防対策推進の参考にするため、高齢者施設等を対象とした調査を行

った。 

 

エ 令和 4年度 

(ｱ) 会議の実施 

新型インフルエンザ等感染症地域医療体制ブロック協議会、医療機関部会及び社会福祉・地域医療部会

において、「地域の皆で感染症に対応していく体制」づくりを目指して、新型コロナウイルス感染症対策を通し

て地域の課題等を共有し、具体的な対策を講じるべく協議を行った（協議会の開催状況は表 7－1のとおり）。 

また、Ｗｅｂ会議を概ね月 1回開催し、メーリングリストを活用して情報共有を図った。 

 

（ｲ） 研修会の開催 

医療機関におけるクラスター経験を共有し、改めて院内感染対策について考える機会を設けるため、3年ぶ

りに集合形式で研修会を開催した（研修会の実施状況は表 7－2のとおり）。 

 

（ｳ） 新型コロナウイルス感染症の感染症対策に関するアンケート調査の実施 

西多摩圏域の医療機関、社会福祉施設等における新型コロナウイルス感染症対策の実情を把握し、医療機

関、社会福祉施設等の感染予防対策の推進に活用するため、クラスターを経験した医療機関及び社会福祉施

設等を対象とした調査を実施した。 

 

(ｴ) 医療機関及び社会福祉施設等への情報発信 

(ｳ)で実施したアンケート調査結果、結果からみえた感染対策のポイントを保健所通信としてまとめ、医療機

関には西多摩医師会を経由し、社会福祉施設等には市町村経由で情報を配信した。 
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９ 受動喫煙防止対策 

 

望まない受動喫煙を防止するため、平成 30年に健康増進法の改正と東京都受動喫煙防止条例の制定が行

われた。 

令和元年 7 月 1日からは、改正健康増進法が一部施行され、第一種施設（学校、医療機関、行政機関の

庁舎等）は屋内禁煙となった。また、令和元年 9月 1日からは、東京都受動喫煙防止条例が一部施行され、

飲食店には喫煙に関する標識を店頭に表示する義務が課された。更に、令和 2年 1月 6日から東京都にお

いて喫煙可能室設置施設届出書の受付が開始され、令和 2年 4月 1日から改正健康増進法及び東京都受動

喫煙防止条例が全面施行された。 

保健所では、これらに基づき、受動喫煙防止対策に関する普及啓発、喫煙可能室設置施設届出書の受付

及び特定施設への指導・助言等を行っている。 

 

（1）通報・届出の状況等 

通報等対応件数 表 9－1 

年度 指導・助言 立入検査等 勧告 公表 命令 過料処分 

令和 4年度 4 - - - - - 

 

喫煙可能室届出状況 表 9－2 

年度 新規届件数 

 

変更届件数 廃止届件数 

 
喫煙可能室 

設置施設数 

 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

令和 4年度 1 1 - 1 1 263 252 

 

 

（2）普及啓発 

 令和 4年度には、受動喫煙防止対策に関する普及啓発活動として、令和 4年 8月 18日から 24日まで

の 1週間、保健所管内の主要駅に受動喫煙防止を促す旨のポスターを掲示した。 
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１０ 保 健 医 療 

 

（１）医療安全支援センター 

これまでの「患者の声相談窓口」の機能を強化し、平成 19年 4月に西多摩地域における医療安全の拠

点として「医療安全支援センター」を設置した。 

患者や住民からの相談に応えるとともに、医療機関等の医療安全推進を支援し、患者と医療従事者等

とのより良い関係づくりを図るため、研修会・連絡会、住民向け講習会を開催している。 

 

ア 「患者の声相談窓口」相談延べ件数 表 10-1 

区 
 
 
 

分 

総 
 
 
 

数 

相 談 者 内  容 処 理 経 過 

本 

人 

家
族
・
親
戚 

友
人
・
知
人 

医
療
機
関 

そ
の
他 

不 

明 

相 

談 

苦 

情 

そ
の
他 

課
題
整
理 

対
処
方
法
の
提
案
・
助
言 

医
療

関
係
機
関
案
内 

当
該
機
関

連
絡 

立
入
検
査 

相
談
継
続 

都

関
係
部
署
案
内 

傾 

聴 他 

対
応
困
難

終
了 

令
和 
4 
年
度 

355 226 89 1 7 23 9 236 110 9 31 149 67 12 1 2 37 46 4 6 

 

イ 医療安全推進及び患者相談に関する研修会・連絡会、住民向け講習会 表 10-2 

名称 日程等 内  容 対象・参加状況 

医療安全

推進担当

者研修会 

9月 1日

から 30日

までオン

デマンド

配信 

テーマ：「医療の現場で起こりやすいトラブルに

ついて」～発生時対応と予防のための体

制づくり～ 

講 師：墨岡 亮 弁護士（仁邦法律事務所 副

署長） 

対  象：管内医療機関の管理

者、医療安全推進担

当者等 

参加状況：動画アクセス回数 

257回 

患者相談

窓口担当

者研修会 

9月 1日

から 30日

までオン

デマンド

配信 

テーマ：「医療現場における対話の重要性」 

～医療の質と安全を高めるために～ 

講 師：荒神 裕之 医師（山梨大学医学部附属

病院 医療の質・安全管理部 特任教

授） 

対  象：管内医療機関の管理

者、患者相談窓口担

当者等 

参加状況：動画アクセス回数 

245回 

住民向け

講習会 

2月 1日

から 20日

までオン

デマンド

配信 

テーマ：医師への上手なかかり方 

講 師：進藤 幸雄 医師（一般社団法人西多摩

医師会 会長） 

対  象：管内一般住民、医療

機関や市町村の関係

職員等 

参加状況：動画アクセス回数 

151回 

  （注）医療安全推進及び患者相談に関する担当者連絡会については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を 

受けて、資料送付により開催に代えた。 

 

 

 

 

 

 

- 36 - 

９ 受動喫煙防止対策 

 

望まない受動喫煙を防止するため、平成 30年に健康増進法の改正と東京都受動喫煙防止条例の制定が行

われた。 

令和元年 7 月 1日からは、改正健康増進法が一部施行され、第一種施設（学校、医療機関、行政機関の

庁舎等）は屋内禁煙となった。また、令和元年 9月 1日からは、東京都受動喫煙防止条例が一部施行され、

飲食店には喫煙に関する標識を店頭に表示する義務が課された。更に、令和 2年 1月 6日から東京都にお

いて喫煙可能室設置施設届出書の受付が開始され、令和 2年 4月 1日から改正健康増進法及び東京都受動

喫煙防止条例が全面施行された。 

保健所では、これらに基づき、受動喫煙防止対策に関する普及啓発、喫煙可能室設置施設届出書の受付

及び特定施設への指導・助言等を行っている。 

 

（1）通報・届出の状況等 

通報等対応件数 表 9－1 

年度 指導・助言 立入検査等 勧告 公表 命令 過料処分 

令和 4年度 4 - - - - - 

 

喫煙可能室届出状況 表 9－2 

年度 新規届件数 

 

変更届件数 廃止届件数 

 
喫煙可能室 

設置施設数 

 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

うち 

全席喫煙店 

令和 4年度 1 1 - 1 1 263 252 

 

 

（2）普及啓発 

 令和 4年度には、受動喫煙防止対策に関する普及啓発活動として、令和 4年 8月 18日から 24日まで

の 1週間、保健所管内の主要駅に受動喫煙防止を促す旨のポスターを掲示した。 
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（２）地域医療システム化推進事業（疾病別医療連携の推進） 

東京都では、地域住民の誰もが住み慣れた地域で、状態に応じた適切な医療・介護を受けられるシステ

ムの構築を目指して、地域における医療機能の分化と医療施設間相互の医療連携を進めるため、脳卒中

医療連携推進事業、糖尿病医療連携推進事業に取り組んでいる。 

西多摩保健医療圏においては、脳卒中と糖尿病のそれぞれに「西多摩地域医療連携検討会」（事務局：

西多摩医師会）を設置し、地域の特性を踏まえた医療連携推進に取り組んでいる。 

 

ア 脳卒中医療連携の取組 

令和 4年度の脳卒中医療連携の取組は、以下のとおりである。 

 (ｱ) 脳卒中医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館・ＷＥＢ併用） 

(ｲ) 症例検討会の開催（令和 4年 11月、ＷＥＢ開催） 

(ｳ) 市民公開講座の開催（令和 5年 3月、ＷＥＢ開催） 

(ｴ) 脳卒中医療連携検討会勉強会（西多摩医師会在宅医療講座と合同開催）（令和 4 年 9 月霞共益会

館、令和 5年 3月青梅市役所） 

 (ｫ) 「西多摩圏域脳卒中医療連携推進のための実態調査」の実施 

   

イ 糖尿病医療連携の取組 

令和 4年度の糖尿病医療連携の取組は、以下のとおりである。 

なお、市民公開講座については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、中止とした。 

(ｱ) 糖尿病医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館） 

 (ｲ) 糖尿病教室（9回、書面開催）、個別栄養相談（12回、西多摩医師会館）の開催 

(ｳ) 西多摩医師会報への糖尿病専門医による症例提示（3回）  

(ｴ) 多職種向け糖尿病セミナー（令和 5年 3月、西多摩医師会館） 

(ｵ) 糖尿病性腎症重症化予防のための講演会（令和 4年 12月、ＷＥＢ開催） 

(ｶ) 管理栄養士情報交換会（令和 4年 7月、西多摩医師会館） 

(ｷ) 糖尿病合併症を理解するための勉強会（令和 4年 9月、令和 5年 1月、2月、ＷＥＢ開催） 

(ｸ) 糖尿病医療連携のためのアンケート調査の実施 

（ｹ） 「糖尿病地域連携の登録医療機関制度」の登録 
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１１ 医 事 

 

（１）医事関係 

病院、診療所、歯科診療所、施術所（あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう、柔道整復）、助産所、歯

科技工所及び衛生検査所の開設に伴う許可、登録及び各種届出の事務（病院・衛生検査所は経由事務）を

行うとともに、これらの施設に立入検査し、関係法規に基づき監視指導を行っている。 

 

（２）医療資格者免許関係 

医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、視能訓練士、

作業療法士及び理学療法士等の各種免許申請の経由事務及び免許証の交付を行っている。 

 

（３）医事関係施設数及び監視指導件数 表 11－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 1）病院及び衛生検査所の施設数及び病床数は福祉保健局医療政策部医療安全課より 

（注 2）(  )内は病床数 

（注 3）あマ指：あん摩マッサージ指圧 

 

（４）病院・診療所・助産所病床数 表 11－2 

  
（注）病院の病床数は、福祉保健局医療政策部医療安全課より 

 

一般病床 療養病床 結核病床 精神病床 感染症病床

令和３年度末 6,295   6,161   1,795   2,086   -       2,276   4       130     -       4       

令和４年度末 6,153   6,026   1,793   2,079   -       2,150   4       123     -       4       

青梅市 4,136   4,090   679     1,430   -       1,977   4       46      -       -       

福生市 697     688     592     96      -       -       -       5       -       4       

羽村市 278     246     60      186     -       -       -       32      -       -       

あきる野市 608     578     365     100     -       113     -       30      -       -       

瑞穂町 113     113     -       113     -       -       -       -       -       -       

日の出町 270     270     56      154     -       60      -       -       -       -       

檜原村 -       -       -       -       -       -       -       -       -       -       

奥多摩町 51      41      41      -       -       -       -       10      -       -       

歯　科

診療所
区    分 総  数 病  院

病　　床　　内　　訳 一　般

診療所
助産所

青
梅
市

福
生
市

羽
村
市

あ
き
る
野
市

瑞
穂
町

日
の
出
町

檜
原
村

奥
多
摩
町

28 ( 6,161 ) 28 ( 6,026 ) 14 4 2 4 1 2 - 1 1 1 ・ 61 5

262 ( 130 ) 272 ( 123 ) 102 43 37 48 15 16 3 8 20 10 ・ 114 24

有床 10 ( 130 ) 9 ( 123 ) 3 1 2 2 - - - 1 - - ・ 22 8

無床 252 263 99 42 35 46 15 16 3 7 20 10 ・ 92 16

182 ( - ) 179 ( - ) 60 29 31 40 11 6 - 2 7 10 ・ 103 19

有床 - ( - ) - ( - ) - - - - - - - - - - ・ - -

無床 182 179 60 29 31 40 11 6 - 2 7 10 ・ 103 19

11 ( 4 ) 12 ( 4 ) 3 1 - 5 - 2 1 - 2 1 ・ - 1

有床 1 ( 4 ) 1 ( 4 ) - 1 - - - - - - - - ・ - -

無床 10 11 3 - - 5 - 2 1 - 2 1 ・ - 1

2 2 1 - - 1 - - - - - - ・ 14 -

201 204 68 38 26 49 7 11 1 4 9 6 ・ 31 10

118 119 39 26 19 23 9 3 - - 4 3 ・ 47 5

179 182 66 38 23 34 11 4 - 6 5 2 ・ - -

- - - - - - - - - - - - ・ - -

82 78 20 13 18 10 11 5 1 - 1 5 ・ - 2

1,065 ( 6,295 ) 1,076 ( 6,153 ) 373 192 156 214 65 49 6 21 49 38 ・ 370 66

新
 
規令和３年度末 令和４年度末

 衛　生　検　査　所

区　　　分

 一　般　診　療　所

 病　　　　　　　院

施     設     数

諸
　
届

監視
指導
件数

総　　　　　数

 歯　科　技　工　所

 医 業 類 似 行 為

 出 張 施 術 業 務 者

廃
　
止

更
　
新

 助　　　産　　　所

 歯　科　診　療　所

 柔道整復

施

術

所

 あマ指、はり、きゅう
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（２）地域医療システム化推進事業（疾病別医療連携の推進） 

東京都では、地域住民の誰もが住み慣れた地域で、状態に応じた適切な医療・介護を受けられるシステ

ムの構築を目指して、地域における医療機能の分化と医療施設間相互の医療連携を進めるため、脳卒中

医療連携推進事業、糖尿病医療連携推進事業に取り組んでいる。 

西多摩保健医療圏においては、脳卒中と糖尿病のそれぞれに「西多摩地域医療連携検討会」（事務局：

西多摩医師会）を設置し、地域の特性を踏まえた医療連携推進に取り組んでいる。 

 

ア 脳卒中医療連携の取組 

令和 4年度の脳卒中医療連携の取組は、以下のとおりである。 

 (ｱ) 脳卒中医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館・ＷＥＢ併用） 

(ｲ) 症例検討会の開催（令和 4年 11月、ＷＥＢ開催） 

(ｳ) 市民公開講座の開催（令和 5年 3月、ＷＥＢ開催） 

(ｴ) 脳卒中医療連携検討会勉強会（西多摩医師会在宅医療講座と合同開催）（令和 4 年 9 月霞共益会

館、令和 5年 3月青梅市役所） 

 (ｫ) 「西多摩圏域脳卒中医療連携推進のための実態調査」の実施 

   

イ 糖尿病医療連携の取組 

令和 4年度の糖尿病医療連携の取組は、以下のとおりである。 

なお、市民公開講座については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、中止とした。 

(ｱ) 糖尿病医療連携検討会の開催（4回、西多摩医師会館） 

 (ｲ) 糖尿病教室（9回、書面開催）、個別栄養相談（12回、西多摩医師会館）の開催 

(ｳ) 西多摩医師会報への糖尿病専門医による症例提示（3回）  

(ｴ) 多職種向け糖尿病セミナー（令和 5年 3月、西多摩医師会館） 

(ｵ) 糖尿病性腎症重症化予防のための講演会（令和 4年 12月、ＷＥＢ開催） 

(ｶ) 管理栄養士情報交換会（令和 4年 7月、西多摩医師会館） 

(ｷ) 糖尿病合併症を理解するための勉強会（令和 4年 9月、令和 5年 1月、2月、ＷＥＢ開催） 

(ｸ) 糖尿病医療連携のためのアンケート調査の実施 

（ｹ） 「糖尿病地域連携の登録医療機関制度」の登録 
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（５）救急医療機関 表 11－3 

名  称 所 在 地 電 話 番 号 診 療 科 目 

医療法人社団仁成会 

高木病院 
青梅市今寺 5-18-19 0428-31-5255 

整形外科、形成外科、内科、外科、循環器内科、リハビリテ

ーション科、リウマチ科、麻酔科、呼吸器内科、泌尿器科、

皮膚科、消化器内科、消化器外科、神経内科、放射線科、脳

神経外科、肛門科 

青梅市立総合病院 青梅市東青梅 4-16-5 0428-22-3191 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腎

臓内科、リウマチ科、外科、消化器外科、呼吸器外科、心臓

血管外科、整形外科、脳神経外科、精神科、小児科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテー

ション科、病理診断科、臨床検査科、救急科、麻酔科、歯科

口腔外科、内分泌糖尿病内科、化学療法外科、脳神経内科、

乳腺外科、形成外科、疼痛緩和内科、腫瘍内科、放射線診断

科、放射線治療科 

医療法人社団 

大聖病院 
福生市福生 871 042-551-1311 内科、外科、産婦人科、整形外科 

医療法人社団悦伝会 

目白第二病院 
福生市福生 1980 042-553-3511 

脳神経外科、外科、整形外科、内科、麻酔科、放射線科、形成

外科、胃腸科 

公立福生病院 福生市加美平 1-6-1 042-551-1111 

内科、精神科、循環器内科、小児科、外科、整形外科、脳神

経外科、心臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、

耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、

歯科口腔外科、腎臓内科、消化器外科 

公立阿伎留医療センター あきる野市引田 78－1 042-558-0321 

内科、産婦人科、整形外科、眼科、小児科、耳鼻いんこう科、

皮膚科、脳神経外科、放射線科、消化器内科、泌尿器科、呼

吸器内科、循環器内科、麻酔科、リハビリテーション科、歯

科口腔外科、リウマチ科、神経内科、乳腺外科、腎臓内科、

外科、呼吸器外科 

奥多摩町国民健康保険 

奥多摩病院 

西多摩郡奥多摩町 

氷川 1111 
0428-83-2145 内科、外科、整形外科 

（注）福祉保健局医療政策部医療安全課より 

 

（６）医療従事者免許受付件数 表 11－4 

年   

度 

区   

分 

総

数 

医

師 

歯

科

医

師 

保

健

師 

助

産

師 

看

護

師 

准

看

護

師 

診
療
放
射
線
技
師 

臨
床
検
査
技
師 

衛
生
検
査
技
師 

視

能

訓

練

士 

作

業

療

法

士 

理

学

療

法

士 

そ

の

他

免

許 

令
和 
3 

総数 429 18 3 13 3 221 81 9 9 - 3 24 44 1 

令
和
4 

総数 367 15 2 10 2 199 61 7 9 - 1 20 41 - 

新規 257 9 1 4 2 140 38 7 7 - 1 16 32 - 

籍訂正・書換え 94 5 - 6 - 53 19 - - - - 3 8 - 

再交付 15 1 1 - - 5 4 - 2 - - 1 1 - 

除籍（抹消） 1 - - - - 1 - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - - - - - 

（注）歯科技工士免許の登録事務は、平成 27年 6月 1日から一般財団法人歯科医療振興財団により行われている。 
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（７）医療機関従事者数 表 11－5                    （令和 2年 10月 1日現在） 

病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯

科 科 科 科 科

療 診 療 診 療 診 療 診 療 診

療 療 療 療 療

院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所

総　  数 6,275.8 1,625.6 977.7 3,843.3 636.3 301.2 868.2 270.2 117.1 290.2 262.2 250.3 808.7 279.1 204.2

医師 662.2 329.7 1.1 352.0 124.2 1.0 179.3 56.8 - 15.3 49.7 - 88.8 58.1 0.1

（常勤） 357.0 220.0 1.0 187.0 77.0 1.0 76.0 39.0 - 6.0 36.0 - 67.0 43.0 -

（非常勤） 305.2 109.7 0.1 165.0 47.2 - 103.3 17.8 - 9.3 13.7 - 21.8 15.1 0.1

歯科医師 9.2 8.6 310.2 2.0 1.6 96.2 4.2 1.1 41.4 - - 64.5 3.0 0.6 67.4

（常勤） 6.0 4.0 252.0 1.0 1.0 83.0 2.0 1.0 35.0 - - 49.0 3.0 - 59.0

（非常勤） 3.2 4.6 58.2 1.0 0.6 13.2 2.2 0.1 6.4 - - 15.5 - 0.6 8.4

薬剤師 141.2 4.8 - 83.1 2.3 - 25.5 1.2 - 5.0 0.3 - 18.9 1.0 -

保健師 - 15.2 … - 13.8 … - - … - 1.0 … - - …

助産師 67.9 12.1 … 37.0 0.1 … 19.9 - … - 5.6 … 11.0 5.1 …

看護師 2,011.3 364.8 0.1 1,203.2 120.6 0.1 306.7 63.9 - 69.1 60.7 - 318.5 73.7 -

准看護師 482.2 152.2 1.0 355.6 41.1 1.0 38.2 24.4 - 24.0 23.8 - 28.3 32.9 -

看護業務補助者 929.6 109.6 … 661.0 53.4 … 68.7 25.6 … 61.9 11.6 … 63.6 9.7 …

理学療法士 208.5 5.7 … 92.5 0.3 … 23.0 - … 39.0 0.8 … 28.0 4.5 …

作業療法士 163.0 4.4 … 98.8 0.3 … 5.0 - … 24.7 - … 17.0 4.0 …

視能訓練士 7.0 7.5 … 2.3 1.2 … 2.5 4.3 … - - … 2.2 2.0 …

言語聴覚士 45.8 4.5 … 22.0 - … 2.0 - … 6.0 1.2 … 7.0 2.3 …

義肢装具士 - - … - - … - - … - - … - - …

歯科衛生士 8.8 1.3 285.6 2.4 - 74.3 3.3 1.0 30.4 - - 90.9 3.1 - 58.0

歯科技工士 - 2.0 24.4 - - 6.0 - 2.0 1.0 - - 13.3 - - 3.8

歯科業務補助者 … … 246.7 … … 89.8 … … 33.3 … … 45.2 … … 59.7

診療放射線技師 101.4 10.5 … 49.8 6.4 … 26.5 0.5 … 2.0 3.6 … 19.1 - …

診療エックス線技師 - 0.5 … - 0.1 … - - … - - … - 0.4 …

臨床検査技師 113.5 16.3 … 58.2 9.9 … 28.6 3.1 … 1.7 0.4 … 20.0 2.9 …

衛生検査技師 - - … - - … - - … - - … - - …

臨床工学技士 28.9 30.4 … 13.0 16.2 … 6.8 6.0 … 4.0 5.9 … 5.0 2.3 …

あん摩マッサ－ジ指圧師 6.0 4.8 … 4.0 0.4 … 1.0 - … - 4.0 … - 0.4 …

柔道整復師 4.0 15.5 … 2.0 7.0 … 2.0 0.5 … - 8.0 … - - …

管理栄養士 53.6 5.8 … 29.6 1.8 … 9.2 2.4 … 3.0 0.1 … 6.8 1.1 …

栄養士 8.7 0.3 … 3.0 - … - 0.3 … 1.0 - … 3.7 - …

精神保健福祉士 48.6 2.0 … 43.6 1.0 … - 1.0 … 1.0 - … 2.0 - …

社会福祉士 39.0 1.2 … 14.0 1.2 … 6.0 - … 4.0 - … 9.0 - …

介護福祉士 162.6 3.0 … 116.0 - … - - … - 1.0 … 7.0 2.0 …

保育士 14.5 - … 6.3 - … - - … - - … 5.8 - …

公認心理師 5.6 2.8 … 5.6 - … - 2.5 … - 0.3 … - - …

その他の技術員 35.3 13.0 … 23.4 2.0 … 0.1 - … - 5.5 … - 5.4 …

医療社会事業従事者 10.2 1.0 … 5.0 1.0 … - - … 5.2 - … - - …

事務職員 567.2 415.5 91.4 294.0 184.7 28.8 102.2 57.9 11.0 17.3 72.2 27.5 98.0 62.4 12.9

その他の職員 340.0 80.6 17.2 263.9 45.7 4.0 7.5 15.7 - 6.0 6.5 8.9 42.9 8.3 2.3

区　　分

管内総数 青梅市 福生市 羽村市 あきる野市

 
（注）「令和 2年医療施設（静態・動態）調査・病院報告結果報告書」（東京都福祉保健局）による。 
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（５）救急医療機関 表 11－3 

名  称 所 在 地 電 話 番 号 診 療 科 目 

医療法人社団仁成会 

高木病院 
青梅市今寺 5-18-19 0428-31-5255 

整形外科、形成外科、内科、外科、循環器内科、リハビリテ

ーション科、リウマチ科、麻酔科、呼吸器内科、泌尿器科、

皮膚科、消化器内科、消化器外科、神経内科、放射線科、脳

神経外科、肛門科 

青梅市立総合病院 青梅市東青梅 4-16-5 0428-22-3191 

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、血液内科、腎

臓内科、リウマチ科、外科、消化器外科、呼吸器外科、心臓

血管外科、整形外科、脳神経外科、精神科、小児科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテー

ション科、病理診断科、臨床検査科、救急科、麻酔科、歯科

口腔外科、内分泌糖尿病内科、化学療法外科、脳神経内科、

乳腺外科、形成外科、疼痛緩和内科、腫瘍内科、放射線診断

科、放射線治療科 

医療法人社団 

大聖病院 
福生市福生 871 042-551-1311 内科、外科、産婦人科、整形外科 

医療法人社団悦伝会 

目白第二病院 
福生市福生 1980 042-553-3511 

脳神経外科、外科、整形外科、内科、麻酔科、放射線科、形成

外科、胃腸科 

公立福生病院 福生市加美平 1-6-1 042-551-1111 

内科、精神科、循環器内科、小児科、外科、整形外科、脳神

経外科、心臓血管外科、皮膚科、泌尿器科、産婦人科、眼科、

耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、

歯科口腔外科、腎臓内科、消化器外科 

公立阿伎留医療センター あきる野市引田 78－1 042-558-0321 

内科、産婦人科、整形外科、眼科、小児科、耳鼻いんこう科、

皮膚科、脳神経外科、放射線科、消化器内科、泌尿器科、呼

吸器内科、循環器内科、麻酔科、リハビリテーション科、歯

科口腔外科、リウマチ科、神経内科、乳腺外科、腎臓内科、

外科、呼吸器外科 

奥多摩町国民健康保険 

奥多摩病院 

西多摩郡奥多摩町 

氷川 1111 
0428-83-2145 内科、外科、整形外科 

（注）福祉保健局医療政策部医療安全課より 

 

（６）医療従事者免許受付件数 表 11－4 

年   

度 

区   

分 

総

数 

医
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歯

科

医
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保

健
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助

産
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看

護
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准

看

護

師 

診
療
放
射
線
技
師 

臨
床
検
査
技
師 

衛
生
検
査
技
師 

視

能

訓

練

士 

作

業

療

法

士 

理

学

療

法

士 

そ

の

他

免

許 

令
和 
3 

総数 429 18 3 13 3 221 81 9 9 - 3 24 44 1 

令
和
4 

総数 367 15 2 10 2 199 61 7 9 - 1 20 41 - 

新規 257 9 1 4 2 140 38 7 7 - 1 16 32 - 

籍訂正・書換え 94 5 - 6 - 53 19 - - - - 3 8 - 

再交付 15 1 1 - - 5 4 - 2 - - 1 1 - 

除籍（抹消） 1 - - - - 1 - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - - - - - 

（注）歯科技工士免許の登録事務は、平成 27年 6月 1日から一般財団法人歯科医療振興財団により行われている。 
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病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯 病 診 歯

科 科 科 科

療 診 療 診 療 診 療 診

療 療 療 療

院 所 所 院 所 所 院 所 所 院 所 所

総　  数 124.6 84.8 44.7 308.5 44.6 51.8 - 9.2 - 32.3 39.2 8.4

医師 5.1 16.5 - 17.3 8.9 - - 3.0 - 4.4 12.5 -

（常勤） 4.0 10.0 - 13.0 6.0 - - 1.0 - 4.0 8.0 -

（非常勤） 1.1 6.5 - 4.3 2.9 - - 2.0 - 0.4 4.5 -

歯科医師 - 1.6 15.4 - 1.5 19.3 - 2.2 - - - 6.0

（常勤） - - 12.0 - 1.0 12.0 - 1.0 - - - 2.0

（非常勤） - 1.6 3.4 - 0.5 7.3 - 1.2 - - - 4.0

薬剤師 3.0 - - 4.7 - - - - - 1.0 - -

保健師 - 0.3 … - 0.1 … - - … - - …

助産師 - 1.2 … - 0.1 … - - … - - …

看護師 26.7 18.4 - 71.2 19.7 - - 1.1 - 15.9 6.7 -

准看護師 15.6 16.9 - 19.5 4.9 - - 2.9 - 1.0 5.3 -

看護業務補助者 24.3 5.6 … 46.1 - … - - … 4.0 3.7 …

理学療法士 7.0 - … 19.0 0.1 … - - … - - …

作業療法士 1.0 - … 16.5 0.1 … - - … - - …

視能訓練士 - - … - - … - - … - - …

言語聴覚士 1.0 - … 7.8 1.0 … - - … - - …

義肢装具士 - - … - - … - - … - - …

歯科衛生士 - 0.2 16.0 - 0.1 16.0 - - - - - -

歯科技工士 - - 0.3 - - - - - - - - -

歯科業務補助者 … … 10.2 … … 7.5 … … - … … 1.0

診療放射線技師 1.0 - … 3.0 - … - - … - - …

診療エックス線技師 - - … - - … - - … - - …

臨床検査技師 2.0 - … 3.0 - … - - … - - …

衛生検査技師 - - … - - … - - … - - …

臨床工学技士 - - … 0.1 - … - - … - - …

あん摩マッサ－ジ指圧師 1.0 - … - - … - - … - - …

柔道整復師 - - … - - … - - … - - …

管理栄養士 1.0 0.3 … 4.0 0.1 … - - … - - …

栄養士 - - … 1.0 - … - - … - - …

精神保健福祉士 1.0 - … 1.0 - … - - … - - …

社会福祉士 1.0 - … 5.0 - … - - … - - …

介護福祉士 15.5 - … 24.1 - … - - … - - …

保育士 2.4 - … - - … - - … - - …

公認心理師 - - … - - … - - … - - …

その他の技術員 - 0.1 … 11.8 - … - - … - - …

医療社会事業従事者 - - … - - … - - … - - …

事務職員 11.0 22.3 2.8 39.2 8.0 8.0 - - - 5.5 8.0 0.4

その他の職員 5.0 1.4 - 14.2 - 1.0 - - - 0.5 3.0 1.0

瑞穂町 日の出町 檜原村

区　　分

奥多摩町
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１２ 歯 科 保 健 

 

歯と口の健康を保つことは、食物を摂るだけでなく、話す、表情を作るなど日々のコミュニケーションを豊

かにするほか、感染症を予防して全身の健康に寄与するなど、いきいきとした人生を送るために重要な役割

を果たしている。 

保健所では地域の歯科保健の取組の活性化を図り、障害者・要介護高齢者の歯科保健医療体制の強化を図

るため、関係機関と連携し、地域特性に応じた支援を行っている。 

 

（１）障害者等歯科保健推進対策事業 

ア 重度・難症例歯科相談 

随時、歯科相談・地域医療連携のコーディネイト等を受け付ける体制をとった。 

イ 障害者等歯科支援 

摂食嚥下機能支援、障害者歯科保健についての普及啓発と人材育成を目的とし、施設職員等を対象に

研修会及びシンポジウムを開催した。なお、いずれもオンライン方式にて、多摩立川保健所と共催した。 

障害者等歯科支援 表 12－1 

内   容 開催日 参加者（施設）数 

摂食嚥下機能支援研修会（幼児期） 9月 21日 
西多摩圏域 
83名（66施設） 

摂食嚥下機能支援シンポジウム 

・摂食嚥下機能支援研修会（高齢期） 

・摂食嚥下機能支援事例検討会 

1月 5日 
西多摩圏域 
35名（24施設） 

 

ウ 障害者等歯科保健医療推進基盤整備及び摂食嚥下機能支援基盤整備 

地域における障害者等歯科保健医療対策及び摂食嚥下機能支援の取組を推進するため、関係機関との

協議の場として歯科保健推進検討会を開催した。 

障害者等歯科保健医療推進基盤整備及び摂食嚥下機能支援基盤整備 表 12－2 

内   容 開催日 委員数 出席委員数 

西多摩地域歯科保健推進検討会 11月 10日 15名     13名 

 

（２）歯科保健普及対策事業  

ア 地域歯科保健活動支援 

地域における歯科保健活動を支援するため、連絡会及び研修会を開催した。 

幼稚園・保育所等歯科保健担当者研修会については多摩立川保健所、多摩府中保健所とオンライン方

式にて共催した。 

地域歯科保健活動支援 表 12－3 

内   容 開催日 参加者（施設）数 

幼稚園・保育所等歯科保健担当者研修会 5月 26日 西多摩圏域 50施設 

西多摩圏域市町村歯科保健担当者連絡会 5月 27日 12名 
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また、市町村等の歯科保健事業が円滑に実施されるよう、関係者との緊密な連携を図り、相談や情

報提供等の支援を行った。 

① 情報提供・相談（新型コロナウイルス感染症に係る歯科相談、医療機関情報に係る相談、口腔     

健康管理に係る相談等） 4件 

② 健康教育活動支援（歯科健診、健診器材媒体の貸出、学校保健統計等について） 5件 

③ その他（市町村会議等への歯科衛生士の出席に関して） 1件 

市町村支援・連携等回数（市町村別内訳） 表 12-4 

市町村 青梅市 福生市 羽村市 あきる野市 瑞穂町 日の出町 檜原村 奥多摩町 その他 

回数 4 - 2 3 - - - 1 - 

 

イ 歯科保健情報の収集・発信 

（ｱ）幼稚園・保育所等歯科健康診査結果調査・報告 

管内 8市町村の幼稚園・保育所等を対象に、「歯科健康診査結果の調査」を依頼し、集計分析結果を

関係機関に報告した。 

幼稚園・保育所等歯科健康診査結果調査・報告 表 12－5 

区分 対象数 回収数 回収率（%） 

幼稚園・保育所等 157 114 72.6％ 

 

幼稚園・保育所等歯科健康診査結果 表 12－6 

 
 

（ｲ）西多摩 8市町村歯科保健事業調査・報告 

管内 8 市町村を対象に、「歯科保健事業調査」を依頼し、集計結果を西多摩圏域市町村歯科保健担

当者連絡会及び西多摩地域歯科保健推進検討会で報告した。 

 

ウ 地域歯科保健医療推進基盤整備 

地域の歯科保健の向上を目指し、関係機関との協議の場として、歯科保健推進検討会を開催した。 
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２歳児 1,520 1,442 1,399 43 3.0% 39 4 9.3% 8 126 134 0.1 - - - - - - -
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４歳児 2,264 2,145 1,810 335 15.6% 247 88 26.3% 359 743 1,102 0.5 35 35 0 0.0% - - -
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地域歯科保健医療推進基盤整備 表 12－7 

内   容 開催日 委員数 出席委員数 

西多摩地域歯科保健推進検討会（再掲） 11月 10日 15名 13名 

 

エ その他 

（ｱ）令和４年歯科疾患実態調査 

   わが国の歯科保健状況を把握し、今後の歯科保健医療対策を推進するための次期の目標設定に必要

な基礎資料を得るため、厚生労働省より委託され実施した。 

   なお、西多摩圏域では福生市及びあきる野市の２地区が対象となった。 

 

（ｲ）「患者の声相談窓口」等への歯科相談 

令和 4 年度は、「患者の声相談窓口」相談延べ件数 355 件中、歯科に関する相談は 36 件（10.1％）

であった。 

 

（ｳ）東京西の森歯科衛生士専門学校学生保健所実習 

地域の歯科保健人材育成支援を目的に、集中講義及び歯科保健のグループワーク実習をオンライン

にて実施した。 
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また、市町村等の歯科保健事業が円滑に実施されるよう、関係者との緊密な連携を図り、相談や情

報提供等の支援を行った。 

① 情報提供・相談（新型コロナウイルス感染症に係る歯科相談、医療機関情報に係る相談、口腔     

健康管理に係る相談等） 4件 
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幼稚園・保育所等歯科健康診査結果調査・報告 表 12－5 
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幼稚園・保育所等歯科健康診査結果 表 12－6 
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